９月県議会予算特別委員会での質問のために
２０１３年９月２４日　日本共産党・火爪弘子

（1） ＴＰＰ交渉と米価対策について
　参議院選挙後、消費税増税、社会保障の解体、集団的自衛権容認など、国民多くの国民が反対している重大な問題について、安倍内閣が前のめりで突破しようとしていることは、極めて危険です。そのなかから今回は、ＴＰＰと雇用問題について質問いたします。
　ＴＰＰ交渉については、９月５日の日米首脳会談でも年内妥結方針が確認され、今１０月バリ島で開催される関係首脳会合に向けて、重大な段階を迎えています。問題なのは、政府が国民になんら情報を提供しようとしないことです。
８月のブルネイ会合の時にも、日本側が何を主張したのか、他国からは何が提案されたのか、まったくわかりません。わが党の参議院議員が８月に質問主意書で、重要５品目を関税撤廃の対象からはずすよう日本は要求したのかとただしても、「交渉にかかる個別具体的内容についてはお答えできない」との答弁書でした。交渉の秘密主義は、参加前から分っていたことです。しかし、余りのひどさに、党派を超えて国会議員からも強い抗議の声があがっています。県もこれまで、繰り返し情報開示を政府に申し入れてきました。こうした交渉の在り方についての知事の認識を、まず伺います。（知事）
　島根大学の関耕平准教授らＴＰＰ問題大学人チームの、ＴＰＰ参加による影響額試算では、農業生産額の減少率４３.８％で富山県は全国最大。農業所得額の減少率も３３.５％で、全国最大です。これは６月議会でも紹介しました。
　今回は、漁業補助金について伺います。農業補助金は、ＷＴＯ交渉のなかでアメリカなどが廃止を主張しましたが、２０カ国が反対し決まらなかったものです。それを、ＴＰＰ交渉に持ち込もうというものです。漁業補助金が乱獲の原因になっているなどとの主張には、まったく道理がありません。県がどう認識し、また政府にどう働きかけていくのか、農林水産部長にうかがいます。
（農林水産部長）

　さて、平成２５年度産米価格暴落が深刻となっています。早場米の価格情報では、昨年に比べて６０キロあたり３,０００円から４,０００円の下落となっています。県内ＪＡの仮渡し金も、昨年に比べてコシヒカリが１,７００円下がって、１２,３００円と聞きました。安倍内閣は、農業所得倍増などと言っていますが、現実のこの米価問題に真剣に対応できなくては、姿勢からして信用できません。政府が、コメの需給と価格の安定に責任を果たす立場に立ち返ることを強く求めなければなりません。
当面、政府備蓄米については、５年以内米で１００万トンを保有するという立場からみて、まだ２５万トンの緊急買い入れが可能だと思います。県の認識と取り組みについて伺います。（　　同　　）
（2） ブラック企業対策について

数年前から若者たちのあいだで使われるようになった「ブラック企業」という言葉が、いま広く社会問題となり、参議院選挙でも大きな話題となりました。
私の知り合いの２５歳の女性は、全国チェーンの衣料品専門店の富山市内の店で、準社員として働いていましたが、繁忙期には朝７：３０出勤で夜２１：００退社。感謝祭や誕生祭になると朝５：３０出勤で２２時退社の時もあったといいます。若い店長もスタッフも、他の支店との競争に追いまくられ、ずっと熱があっても休めない、トラブルが絶えなかったと言います。
県労働組合総連合の労働相談に、今年に入ってから寄せられた事例を聞いても、悪質な働かせ方が県内でも広がっていることを感じます。８月に相談があった４６歳の男性は、１５０人ほどの従業員の会社で、本人は正社員のつもりでシステム管理に６年半従事していました。ところが、今年２月になって、突然半年間の有期雇用契約を迫られたといいます。仕方なくサインすると、さらにはその半年後の８月に、今度は月給１０万円ダウンの臨時職員にさせられたといいます。結局、その男性は、６年半前に雇用契約も交わしていませんでした。こんな実態が県内でも広がっていることについて、部長の認識をうかがいます。（商工労働部長）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
厚生労働省は参議院選挙後初めて対策に乗り出し、９月を重点監督月間に設定しています。９月２日には無料電話相談が実施され、２０～３０代の若者を中心に全国で１０４２件の相談が寄せられたとのことです。日本共産党は、ひどい企業は国会でも実名をあげて告発し、政府に実態調査の実施や、離職率の特に高い企業への調査など、厳しい指導・監督を求めてきました。厚生労働省も、離職率の高い全国４０００社を、今回立ち入り調査する方針と聞いています。県内では、どんな取り組みになっているのか伺います。（商工労働部長）
リーマンショック後、県が「労働ルールブックとやま」という冊子を作成し、就職予定の高校生や、一部業者団体に県が出かけて説明を行うなどしてきたことを私たちも歓迎しています。そこで、今後はその中に、ハローワークの求人票と実際が違った場合の対応や、パワハラなど「自主退職」強要に対する対応のしかたなど補強することや、就職希望者だけでなく高校・大学・短大・専門学校の卒業予定者全員に配布すること、学校や経営団体対象の説明会をさらに広げることなどを提案、要望したいと思います。（　　同　　）
今安倍内閣は「成長戦略」で「企業が世界で一番活動しやすい国」を作るなどと言って、派遣期間の最長３年間ルール撤廃や限定正社員制度導入などを検討しています。結局これは、今の「ブラック企業」を合法化するものに他なりません。この点でも、安倍内閣の成長戦略がきわめて危険であることを指摘し、次の質問に移ります。
（3） 県立近代美術館の移転・新築について

　県立近代美術館の移転・新築に関しては、６月県議会でも「情報の開示」や「県議会との十分な意見交換を」との注文が出されていたと思います。５月２８日に移転改築検討部会の設置が決まってから、８月３０日の最終報告案とりまとめまで、わずか３カ月です。６月議会直前に移転の話が急浮上し、「あれよあれよ」という間に話がすすんで、９月議会前には最終取りまとめ。しかも読んでみると、最終報告案は相当の中味を含んでいます。
スピードも大事でしょうが、そうであるのならば５月段階でももっと気を使った、丁寧な仕事が必要だったのではないでしょうか。９月１６日に教育文化会館で開かれた「進化する美術館」のようなシンポジウムが、もっと早い段階で何回か取り組まれて、そして県会議員にもちゃんと案内があって、県民に開かれた討論も保障する。パブリックコメントも、慌てて８月１２日から２５日、わずか２週間でよかったのでしょうか。
また、富山市の意見についても報道の範囲でしか知りませんが、もっともな面があるのではないでしょうか。市の城南公園と一体だった美術館がなくなる。どこに移転するかは、富山市の町づくりにとっても大きな問題です。検討会に富山市からも委員を出してもらうとか、話が表面化する前の段階から、膝を突き合わせて十分意見交換を行っておくことが、やはり必要だったのではないでしょうか。この美術館の設立経過に詳しいある方からは、「拙速というより暴走だ」との痛烈な批判のご意見もいただきました。この点に絞って、知事の見解をうかがいます。（　知　事　）
　検討部会の最終報告案は、大筋で理解はできます。ただ気になるのは、この美術館の宝ともいうべき２０世紀美術のコレクションを、今後どうやって発信していくのかです。その際には当然、この美術館の生みの親とも言われた、瀧口修造の仕事を県民にどう発信し、誇りにしていくのかが重要です。富山市呉羽・大塚出身の詩人であり美術評論家でもあった瀧口修造氏の、戦後日本の芸術に果たした大きな業績に注目し、当時の中田幸吉県知事が、瀧口氏に相談に行ってこの美術館構想ができていったと聞いています。
９月２３日まで、岩手県花巻市にある萬鉄五郎記念美術館で、「瀧口修造のシュールレアリズム展」を開催していますが、そのポスターに「ミロから〝プロフェッサ―〟と敬愛された唯一の男」とありました。なんてうまいキャッチコピーでしょう。どれほどの富山県民が、こんな風に瀧口修造と近代美術館を受け止められているでしょうか。
１９９８年に、みすず書房から「コレクション瀧口修造」全１３巻も完結し、研究も一挙に進み、作品と業績への評価もより高まっていると聞きました。敷居が高く、難解でとっつきにくいとの評価を、県民に開かれた美術館づくりで克服していく。と同時に、どうやってその業績の意味を県民に伝えていくのか、今後も近代美術館の大きな課題であると思います。
　解説版の改善など瀧口修造コーナーをもっと工夫、充実させるとか、美術館が運営をリードする研究会を立ち上げるとか、県民への発信・啓蒙にも力を入れるべきだと思います。知事の認識を伺います。（知事）
　ミュージアムショップの充実も、近美の課題ではないかと思います。感動をお土産にして残し、リピーターも増やすのがショップの役割です。
　ミロの「パイプを吸う男」や、ピカソの「座る女」などの複製やポスター、また、亀倉雄策氏の１９６４年「東京オリンピック」ポスターも売れるのではないでしょうか。
先週、ショップが充実している倉敷の大原美術館に勉強に行ってきました。モネの「水蓮」の複製が１８万円ほどで売られていました。複製、ポスター、ブローチ、クリアファイルなど、地元の業者と提携して作った多彩なオリジナルグッズが揃っています。
また、２１世紀美術館では、書籍が平積みで置けるような工夫がしてありました。近代美術館のショップでも、大いに工夫が必要です。銅器や漆器、ガラス製品も揃え、カードもちゃんと使えるようにして欲しいと思います。富山駅や環水公園の駅寄りに案内を兼ねた出店のようなミニショップを作るなど、人を呼び込むなど、挑戦が必要なのではないでしょうか。（生活環境文化部長）
（4） 富岩運河の整備について

　近代美術館の議論とあわせて、改めて環水公園から岩瀬までの運河全体を見渡した議論と、整備の促進を求めたいと思います。
　今年８月２４日に行われた萩浦地区センターで行われた「馬場記念公園を愛する会」の総会では、「運河を活かした北部地区のまちづくりのために」と題して県の港湾課と観光課から合わせて約１時間の報告があり、参加者のみなさんと活発な意見交換が行われました。富岩水上ラインのボランティアガイドの方からは、「運河全体を視野にいれた報告と企画がとてもよかった」との評価をいただきました。
　そこで、中島閘門から下流の運河の整備の促進を求める立場で、今後の計画をうかがいます。富岩水上ラインは、岩瀬便も大変魅力的で、中島閘門以北になると石積み護岸があり、桜をはじめ、水面に木々がかぶさるよう茂り、またいったん岩瀬港に出てから岩瀬運河に入る、変化も感じられるコースになっています。地元住民はもちろん、ボランティアガイドのみなさんからも、その木々や遊歩道を早く綺麗に整備して欲しいとの声が上がっています。先日の懇談では、バードウオッチングできる場や、水上ラインの船着き場を馬場記念公園付近にも作ってほしいとの要望も出されました。知事の見解をうかがいます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　知　事　）

　また懇談では、環水公園、富岩運河を中心に動植物生態調査を実施してほしい、との声もあがりました。昨年は、国土交通省が、神通川周辺の自然環境調査を実施したと聞いています。今年度県は生物多様性地域戦略をまとめる予定でもあり、それをいかした実践にもなるのではないでしょうか。（土木部長）
　懇談では、以前のように運河での釣り大会を実施したいとの意見も出されました。その点で、運河のダイオキシン類対策工事の早期着手が望まれます。一昨年の９月議会のこの場で私は、汚染原因企業に適切な費用負担を求めるべきと述べましたが、その点はどうなっているのでしょうか。県環境審議会による富岩運河底質対策事業費負担計画の策定が遅れていると聞いていますが、土木部長にうかがいます。（　　同　　）
（5） 県民の暮らしの厳しさと、税の収納対策
　県民の暮らしは、ますます厳しくなっています。そうしたなか、県内の市町村で、住民税や国民保険税の差し押さえが増えていることを心配しています。いただいた資料によれば、平成１９年度の１,３９６件が、平成２３年度には２,５２６件になっています。際立って増えている市も、いくつか目につきます。昨年度射水市では、児童扶養手当が振り込まれた預金通帳を差し押さえる事例もあったと聞いています。税金の収納率向上は、もちろん大切ですが、必要最低限の生活費まで差し押さえることは、国税徴収法など法律でも禁じられています。自治体の滞納対策が、住民にたいする督促、説得などを通じて丁寧に行われるよう、県からも働きかけるべきだと思います。経営管理部長に伺います。   

（経営管理部長）
（6） 避難行動要支援者と防災訓練について

　東日本大震災から２年半。この間、県も昨年１０月に災害時要援護者支援ガイドラインの改訂を行うなど、市町村とともに災害時の避難行動要支援者リストの作成と個別支援計画づくりや、福祉避難所の指定などを進めてきたと思います。昨年９月１日現在の支援者名簿が２９,７０６人、うち個別支援計画ができた人は２,０４１人との報告をいただいていますが、積んだり、崩したりで、あまり進んでいないなと感じています。福祉避難所の指定数もあわせて、現在までの到達数を確認しておきたいと思います。（厚生部長）
　８月２５日の県の総合防災訓練で私は、高岡の伏木地区会場を視察させていただきました。大震災後、県内の障害者団体が積極的に県の防災訓練には参加されていて、今回は伏木小学校で保健士さんが付き添って、障害のある方を福祉避難所に送る訓練も行われていました。
　会場で挨拶をされた高岡の身体障害者協会の会長さんが「私なんかは大災害が起きたら、まずはこれで寿命がきたのだなとまず覚悟する」とおっしゃったのを聞いて、これがまだ今の現実であることを感じました。また、参加された地域の民生委員さんは「私たちは要支援者の名簿は作って出しているからわかるけど、いざという時にどうすればいいか分からない」と発言されていました。こうした実際の訓練が、もっと地域でも実施されるよう、県が一緒に取り組むことが重要ですが、どう取り組んでいくのか厚生部長にうかがいます。

（　　同　　）
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